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１．　 関西経済は、2011年夏場に停滞局面入り。鉱工業生産は、全国的には震災の影響が一巡しかけた７
　　月以降に減少基調に転落。主因は、中国、アジア向け輸出の減速。とりわけ中国以外のアジア向けは直
　　近で2010年のボトムを割り込み減速感が強い。アジア主要国・地域の経済情勢は、中国が旺盛な内需を
　　背景に高めの成長を続けているものの、外需依存度の強いＮＩＥｓを中心に成長率が鈍化。

２．　海外景気の減速を受けて、企業部門は減益に陥り、設備投資も先送り姿勢が広がっている。家計部門
　　においては、雇用・所得環境の持ち直しを背景に消費が底堅く推移しており、企業部門の不振が波及す
　　る動きは足元限定的だが、製造業所定外労働時間に縮減の動きがみられるなど、先行き楽観視は出来
　　ない。
　
　
３．　関西経済の見通しの前提として、全国の景気を展望すると、外需の牽引力低下、生産拠点の海外シフ
　　ト、などを背景に2012年度いっぱいは低めの成長にとどまる見通し。もっとも、復興需要の顕在化や個人
　　消費の持ち直しなども期待できるため、景気の腰折れは回避可能。この間、世界経済は減速傾向が続く
　　見通し。米国や中国は底堅さがみられるものの、欧州が停滞するほか、アジアＮＩＥｓやＡＳＥＡＮ主要国も
　　2011年並みの成長にとどまる見通し。

４．　関西経済は、アジアへの輸出ウェイトが高く、アジア経済の変動の影響を強く受ける。輸入についても、
　　韓国、中国の輸出ドライブにさらされやすい体質。このもとで円高や電力不足で企業の海外シフトが加速。
　　2012年度は関西にとって外需に逆風の年。年度半ばには貿易赤字が定着する公算大。

５．　電力不足は、2012年冬場は乗り切れるものの夏場は厳しい節電努力が不可避。本年並みの節電では
　　11日間にわたって停電する恐れも。大幅な節電が企業活動の制約要因に。

６．　2012年度の関西経済は、①輸出伸び悩み・輸入増加のもとでの外需低迷、②電力供給制約に伴う経
　　済活動の不活発化、などによって停滞色の強い展開になる見通し。実質成長率は0.4％と、マイナス成長
　　は回避するものの失速に近い状態に陥る見込み。

７．　関西経済はアジアの成長を取り込みやすいという点で中長期的にはポテンシャルが高い。それを活か
　　すためには、企業の海外シフトが避けられないなか、新規産業の創出が課題。関西広域連合設立1年を
　　経て、各府県が協調してフロンティアを切り拓くことが不可欠。

＜　本レポートのポイント　＞



現状 夏場を境に停滞局面入り

（１）関西経済は、2011年夏場を境に大きく減速。代表的景気指標である鉱工業生産は東日本大
　　震災直後の落ち込みこそ全国対比軽微であったものの、全国的には震災の影響が一巡しかけ
　　た７月以降に減少基調に転落。９月は前月比6.2％減と３月（同5.0％減）より悪化し、リー
　　マン・ショック後の2009年１月（同8.6％減）に次ぐ大きな減少幅を記録した。
　　　全国対比では、関西は８月までは全国の落ち込みを下支えする役割を果たしていたが、９
　　月の急減によりほぼ全国並みの水準にまで低下。

（２）鉱工業生産減少は、節電ピークを過ぎた９月に大きく落ちていることから電力不足の直接
　　影響とは考えられず。また、震災によるサプライチェーンの寸断はすでに大部分が修復。こ
　　のことから、供給制約ではなく需要不足が主因と判断される。
　　　具体的には輸出の低迷。関西の輸出は本年２月をピークにほぼ一本調子で減少。全国の輸
　　出が震災後の設備復旧過程で回復傾向を辿ったのとは対照的。
　　　これに加えて被災地の本格的復興の遅れに伴う建材等の在庫調整も生産減少に拍車。関西
　　の在庫循環は「意図せざる在庫積み上がり局面」にあり、今後、調整が本格化する見通し。
　　関西経済は当面停滞を余儀なくされる公算大。
　
（３）生産の落ち込みを受けて企業マインドもやや慎重な動き。日銀短観の業況判断ＤIは９月に
　　持ち直しはしたものの全国との比較では改善幅が小。
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（図表1）鉱工業生産の推移(季節調整済）

(年/月）
（資料）経済産業省「鉱工業指数」、
          近畿経済産業局「鉱工業生産動向」
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関西（左目盛）

全国（左目盛）

関西－全国（右目盛）

（％ポイント） （％ポイント）

（年/期）

50

60

70

80

90

100

110

2008 2009 2010 2011

(2007年＝100)

（年/月）
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（資料）財務省・大阪税関「貿易統計」
（注）関西の季節調整値は日本総研による推計値。
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内需 減速感を強める輸出

　

（１）輸出動向を国別にみると、ウェイトの大きい中国向け、中国以外のアジア向けが本年初め
　　頃をピークとして減少に転じている。とりわけ、中国以外のアジア向けは直近で昨年のボト
　　ムを割り込んでおり、減速感が強い。なお、先進国は欧州向けが減少基調にあり、足元は昨
　　年のボトムを下回っている。一方、米国向けはほぼ横ばいの動きとなっている。
　　　これを財別にみると、電気機器が失速しているほか、科学光学機器も頭打ちになっている
　　ことから、液晶テレビ・パネルなどの世界的な価格下落の影響が強く現れているとみられ
　　る。加えて、化学製品がひところの勢いを失い、一般機械、鉄鋼も緩やかに減少しているな
　　ど、幅広い産業で陰りが見て取れる。

（２）輸出の減少について、供給制約と需要不足のどちらによるものかを日銀短観で検証する
　　と、本年６月調査までは海外向けの製品需給判断（大企業製造業の製商品需給ＤＩ）がタイ
　　ト化の方向にあったことから「供給制約」が大。しかし、９月段階では需給が緩む方向に転
　　換しており、海外における「需要不足」が輸出鈍化の主因になったと判断される。したがっ
　　て、今後の関西の輸出は海外景気動向に大きく左右されると考えられる。

（３）アジア主要国・地域の経済情勢は、中国が旺盛な内需を背景に高めの成長を続けているも
　　のの、外需依存度の強いＮＩＥｓを中心に成長率が鈍化する方向。
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内需 企業部門：収益、設備投資に陰り

　

（１）設備投資関連指標として建築着工床面積をみると、月ごとの振れはあるものの、均してみ
　　れば全国と同様に緩やかな改善傾向。また、日銀短観設備投資判断DI（全産業・全規模）も
　　過剰超幅が着実に縮小。

（２）しかし、損益分岐点比率がこのところ横ばい傾向。コスト削減の一巡で損益分岐点売上高
    が下げ止まったところに実際の売上げが伸び悩んでいることが背景。売上げが今後一段と伸
    び悩む場合は企業収益も減少しやすい局面に。

（３）日銀短観2011年度企業収益計画（９月調査、全産業・全規模）は前年度比10％減の見込
　　み。直近５年の修正動向と比べてもきわめて低調。しかも、期別には、上期が前年同期比
    24.2％減であるのに対し下期が同6.1％増と、下期回復を見込んでの計画であり、今後さら
　　に下振れする可能性あり。

（４）このような情勢下、2011年度の設備投資計画（日銀短観９月調査、全産業・全規模）は前
　　年度比1.0％減と６月調査から下方修正。とりわけ、製造業・大企業を中心に年度下期の投
    資姿勢が慎重化している。リーマン・ショックからの持ち直し局面は一旦終了する形。
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（図表９）設備判断（「過剰」-「不足」、製造業）と
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（資料）日本銀行大阪支店「短観」、国土交通省「国土交通月例経済」
（注）建築着工床面積は民間非居住。2011年10～12月期は10月の値。
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内需 家計部門：底堅さを維持

　

（１）家計部門は今までのところ底堅く推移。大型小売店販売は減少傾向に歯止めが掛ってきてお
　　り、勤労者世帯の実質消費も月ごとの振れはあるものの、ひところの大きな落ち込みから立ち
　　直ってきている。

（２）家計部門の堅調さの背景に雇用・所得環境の持ち直し。すなわち、有効求人倍率、失業率な
　　どの雇用関連指標は、震災後に一旦改善が足踏み状態となったものの、夏場にかけて再び改善
　　の動き。日銀短観の雇用判断ＤIも緩やかながら改善傾向。
　　　もっとも、完全失業率がこのところ低下している背景には、労働市場からの退出の動き（非
　　労働力人口の増加）がある。実際、非労働力人口が減った10月には失業率が目立って上昇。加
　　えて有効求人倍率も10月は改善足踏み。雇用環境は消費者マインドを力強く引き上げるほどに
　　は改善していない。

　　　所得面では、一人当たり名目賃金は伸び悩んでいるが、実質雇用者報酬は、雇用者数の改善
　　傾向のもとで、４～６月期、７～９月期と前年同期比プラスで推移している。

（３）先行きには懸念材料。所定外労働時間は産業計ではリーマン・ショック以前の水準に近づい
　　ているが、製造業だけを取ってみると縮減の動き。鉱工業生産の減少が背景にあるとみられ、
　　今後、生産調整の広がりを受けてさらに減少する公算大。長期化すれば雇用・所得環境の悪化
　　にも繋がりかねない状況。
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全国　実質雇用者報酬

（資料）厚生労働省・大阪府・京都府・兵庫県「毎月勤労統計調査」、

　　　　　総務省「労働力調査」、「消費者物価指数」、「国勢調査」

（注）　関西の個人消費実質化には便宜的に消費者物価指数を利用（比較
　　　　のため、全国も同様に算出）。全国の雇用者数は2011年1～3月期

　　　　以降は被災地（岩手・宮城・福島）を除くベース。

(図表15）実質雇用者報酬の推移（前年同期比）
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（資料）総務省「家計調査」、「消費者物価指数月報」
　　　　　近畿経済産業局「大型小売店販売状況」

(注１）実質消費支出は勤労者世帯。閏年（2008年）は、食料と光熱・
　　　　水道の支出を日数による調整後。

（注２）2011年10～12月は10月の値。

　

実質消費支出

（図表13）消費動向（前年同期比)（％）

（年/期）

大型小売店販売額

（百貨店+スーパー、全店ベース）
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内需 住宅建設・公共工事は低調。夏場の節電努力は１０％程度の効果

　

（１）住宅建設（着工戸数）は、分譲マンションを中心に夏以降持ち直したが、力強さに欠ける
　　動き。
　
（２）公共工事（請負金額）は地方自治体の発注が抑制基調にあることに加えて国の発注も前年
　　割れを続けており、全体として減少傾向にある。

　　　今後についても、国の公共工事は被災地が中心になることに加えて、地方自治体の財政再
　　建の動きが続くことから、関西の公共工事は減少基調を辿るとみられる。

（３）関西における本年夏場の節電効果は概ね10％程度。すなわち、最高気温と最大電力との関
　　係をみると、昨年のケースと比べて平均９．３％の低下。

　　　一方、足元の電力使用量は前年比５％減の近辺まで復元。冬場の電力不足に対しては改め
　　て節電に取り組む必要あり。
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（図表17）新設住宅着工戸数の推移
（前年同期比、住宅種類別寄与度）

（資料）国土交通省「建築着工統計調査報告」

（注）住宅種類別寄与度は関西。2011年10～12月期は10月の値。
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(図表18）関西の公共工事請負金額
（前年同期比、発注者別寄与度）

（資料）西日本建設業保証（株）

（注）2011年4～6月期以降は西日本建設業保証（株）の保証分のみ。
　　　発注者別寄与度は関西。2011年10～12月期は10月の値。
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（図表19）2011年夏の最大電力と最高気温
(７月１日～９月22日）

（℃）

（資料）気象庁、関西電力資料により日本総研作成

（注）2010年実績に基づく相関式は関西電力による。節電効果は、
　　　期間中における日次最大電力需要と2010年相関式に基づく

　　　予測値との乖離幅の単純平均。

2010年の最高気温と最大電
力の相関式による最大電力需

要予測値

▲9.3％
節電効果
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(資料）電気事業連合会「電力統計情報」

（注）販売電力量。全国は電力会社10社計、関西は関西電力。

（％）

（図表20）電力需要の推移（前年同月比）
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展望 全国・海外の動き：低成長

（図表21）わが国および世界の経済成長見通し

（１）関西経済の見通しの前提として、全国の景気を展望すると、外需の牽引力低下、生産拠点の
　　海外シフト、などを背景に2012年度いっぱいは低めの成長にとどまる見通し。ただし、復興需
　　要の顕在化や個人消費の持ち直しなども期待できるため、景気の腰折れは回避可能。
　　　①復興需要
　　　　　瓦礫処理の進展に伴い、民間建築の復興が徐々に本格化。2012年入り後、景気押し上げ
　　　　　効果が急拡大する見通し。
　　　②家計部門
　　　　　所得環境が底堅く、震災直後に落ち込んだ個人消費は徐々に回復に向かう見込み。もっ
　　　　　とも、扶養控除縮小などで家計負担も拡大するため、個人消費の回復力は緩やか。
　　　③企業部門
　　　　　企業収益の回復、設備過剰感の減衰を受け、設備投資は緩やかに増加する見通し。もっ
　　　　　とも設備投資の水準は、リーマン・ショック前を大幅に下回る状態が長期化。

（２）この間、世界経済は減速傾向が続く見通し。米国や中国は底堅さがみられるものの、欧州が
　　停滞するほか、アジアＮＩＥｓやＡＳＥＡＮ主要国も2011年並みの成長にとどまる見通し。
　　　①米国
　　　　　住宅バブル崩壊の後遺症により家計部門は盛り上がりに欠けるものの、新興国向け輸出
　　　　　増加や企業収益の好調さに支えられて緩やかに回復。
　　　②中国
　　　　　輸出は増勢鈍化傾向ながら内需が経済を下支え。地方を中心に固定資産投資が増加。金
　　　　　融政策も引き締めスタンスが緩和。
　　　③欧州
　　　　　緊縮財政・金融システム不安定化のもとで2012年はマイナス成長。債務問題の帰趨次第
　　　　　では大幅な下振れもあり得る。
　　　④アジアＮＩＥｓ、ＡＳＥＡＮ主要国
　　　　　内需の牽引力が旺盛なインドネシア、洪水からの復興が景気を支えるタイを除き、輸出
　　　　　の伸び悩みを背景に減速傾向を辿る見込み。

(年度、％） (暦年、％）

2008 2009 2010 2011 2012 2008 2009 2010 2011 2012

(実績） (実績） (実績） （予測） （予測） (実績） (実績） (実績） （予測） （予測）

実質ＧＤＰ ▲ 4.1 ▲ 2.4 2.4 0.6 1.9 世界計 2.9 ▲ 0.7 5.1 3.9 3.9

個人消費 ▲ 2.2 0.0 1.0 0.5 1.0 先進国 0.1 ▲ 3.9 2.7 1.4 1.4

住宅投資 ▲ 3.6 ▲ 18.2 ▲ 0.2 6.1 5.5 米国 0.0 ▲ 3.5 3.0 1.7 1.9

設備投資 ▲ 6.9 ▲ 13.6 4.2 0.0 3.0 ユーロ圏 0.4 ▲ 4.1 1.8 1.4 ▲ 0.0

在庫投資 （寄与度） (▲ 1.1) (▲ 2.1) (0.5) (0.2) (0.1) 新興国 5.7 2.5 7.3 6.2 6.1

政府消費 0.2 3.5 2.3 2.3 1.2 ＢＲＩＣｓ 7.7 5.4 9.2 7.9 7.7

公共投資 ▲ 6.8 14.3 ▲ 9.8 ▲ 1.3 2.9 中国 9.6 9.2 10.4 9.3 8.8

公的在庫 （寄与度） (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) ＮＩＥｓ 1.8 ▲ 0.8 8.4 4.1 3.6

輸出 ▲ 10.4 ▲ 9.6 17.1 0.1 5.0 ＡＳＥＡＮ４ 4.5 1.3 6.9 4.7 5.1

輸入 ▲ 4.2 ▲ 11.0 10.9 4.9 4.4

国内民需 （寄与度） (▲ 2.7) (▲ 3.7) (1.6) (0.6) (1.3)

官公需 （寄与度） (▲ 0.2) (1.2) (0.1) (0.4) (0.4)

純輸出 （寄与度） (▲ 1.2) (0.3) (0.9) (▲ 0.7) (0.1)

名目ＧＤＰ ▲ 4.6 ▲ 3.7 0.4 ▲ 1.4 1.4

(資料）内閣府、総務省、財務省、各国統計などをもとに日本総研作成

（注）わが国の実質ＧＤＰは連鎖方式デフレーターによる。先進国は現地通貨、新興国は購買力平価ベース。
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展望 アジア経済の減速影響を強く受ける関西経済

（１）2012年度の関西経済の特徴は外需変動の影響を強く受けること。すなわち、関西の輸出の内
　　訳をみると、このところ高成長を続けているアジアのウェイトが大。2012年度については底堅
　　い伸びの見込まれる中国向けの比率が高いことはプラス材料ではあるが、減速感を強めている
　　アジアＮＩＥｓ向けの比率がそれにも増して大。

（２）さらに、輸入の動きにも注意が必要。韓国、中国ではＥＵ向けの輸出が伸び悩んでおり、そ
　　の不振を補うために日本向けの輸出に圧力がかかる可能性大。このことがアジアからの輸入比
　　率が高い関西経済にはマイナスに作用。

　　　これに対し全国は中東からの輸入の割合が大。資源価格上昇が一服すれば輸入の増勢も緩や
　　かになる形。

（３）このような動きを加速するのが生産の海外移転。すなわち、１ドル７０円台の為替相場、恒
　　常的な電力不足などのもとで工場の海外シフトが進展。これにより、輸出が現地生産に代替さ
　　れるとともに現地生産品の逆輸入も増加。関西経済の空洞化とともに貿易黒字も減少していく
　　公算大。

（４）関西経済の空洞化も相俟って、2012年度半ばには関西は「貿易赤字」に転じるとみられる。
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（資料）財務省、大阪税関「貿易統計」

（図表22)国・地域別輸出額（2010年）
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（資料）財務省、大阪税関「貿易統計」

（図表23)国・地域別輸入額（2010年）
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（図表24）関西の地域別輸入動向
（円建て・季節調整済）

(2007年=100)

（年/月）
（資料）大阪税関「貿易統計」

（注）季節調整値は日本総研による推計値。
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(資料）GTI社　World Trade Atlasにより日本総研作成

(注）2011年10～12月期は10月の値。各国通貨建。
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(図表25）中国・韓国のEU向けおよび日本向け輸出の動向
（前年同期比）
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展望 来年夏の電力不足が関西の試練。復興需要は限定的。

(図表28）2011年夏の節電に関する企業意識

（１）関西電力管内の原子力発電所は来年２月にすべてが停止する見込み。再稼働の目途は立っ
　　ておらず、当面は冬の節電が不可欠。このため、関西電力は10％の節電を要請。

　　　冬を乗り切った後も2012年夏にはさらなる電力不足が見込まれる。ピーク対比の不足率は
　　関西が17.8％（海南発電所２号機が再稼働した場合）と突出して高い。ちなみに、本年並み
　　の電力需要が発生した場合、11日間に亘って停電が発生する計算。最高気温33度以上が危険
　　水域に。

　　　供給予備率に余裕を持たせるため、2012年夏場において25％の節電要請がなされる可能性
　　あり。この場合、単なる要請では効果が限定されることから法律に基づいた節電が視野に。
　　大幅な電力不足は企業活動の制約要因になることに加えて、円高とも相俟って企業の海外シ
　　フトが加速することとなろう。

　　　一方、原発の再稼働が実現した場合は企業活動の制約要因が剥落し、実質成長率は0.9％
　　押し上げられると考えられる。

（２）東日本大震災からの復興は瓦礫処理や計画作りが遅れ、2012年入り後、次第に本格化する
　　見通し。もっとも、復興の中心は被災地における建設需要であり、関西への効果は小。
　　　①2011年度３次補正予算12.1兆円のうち復興関連予算は11.7兆円。当然ながら、その殆ど
　　　　が被災地での支出。全国的な支出は学校耐震化、節電エコ補助金など１兆円程度。
　　　②被災地における建設需要は主に東北・関東の供給によって賄われる。産業連関表を用い
　　　　た試算では、被災地での建設需要が100増えた場合、付加価値増加額は東北が47、関東
　　　　が24に対して関西は５にとどまる（地域区分は各経済産業局管内の都府県）。

2011年夏において無理のない節電の範囲（対2010年夏比）

製造業 非製造業
20％以上 9.4 0

15～20％未満 9.4 23.1
10～15％未満 21.9 19.2

０～10％未満 59.4 53.8

０％以下 0 3.8

(資料）資源エネルギー庁「夏期の電力需給対策の
         フォローアップについて」（2011年11月）
(注）調査は小口需要家約230社を対象。

（単位：兆円）

１．東日本大震災関連 11.7

　 ①災害救助 0.1
②廃棄物処理 0.4

③公共工事 1.5
④融資 0.7
⑤地方交付税交付金 1.7

⑥東日本大震災復興交付金 1.6
⑦原発災害復興 0.4
⑧全国防災対策 0.6

⑨その他 2.5
⑩年金臨時財源の補てん 2.5

２．その他（台風12号災害対策等） 0.3

合計 12.1

（図表29）第３次補正予算の概要
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（図表26）2012年夏の電力需給動向

（資料）エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策（案）～

           エネルギー構造改革の先行実施」をもとに関西電力海南発電

           所２号機再稼働 を織り込んで日本総研が算出。
（注）原子力発電所が再稼働しない場合の供給予備率。
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（図表27）2012年の電力供給力と2011年夏の実績比較
(７月１日～９月22日）

（℃）

（資料）気象庁、関西電力資料により日本総研作成
（注）2010年実績に基づく相関式は関西電力による。

2010年の最高気温と最大電力の
相関式による最大電力需要予測値

2012年夏の最大供給力

- ８ -



展望 失速状態に陥る関西経済

（１）2012年度の関西経済は、①輸出伸び悩み・輸入増加のもとでの外需低迷、②電力供給制約
　　に伴う経済活動の不活発化、などによって停滞色の強い展開となろう。
　　　①外需
　　　　　中国向け輸出は同国の高めの成長を受けて回復するものの、アジアＮＩＥｓ向けを中
　　　　　心に輸出が停滞。一方、周辺各国の輸出ドライブなどにより、輸入が着実に増加。
　　　②設備投資
　　　　　電力不足の長期化・円高の定着により、国内よりも海外における設備投資を優先する
　　　　　動きが加速。域内設備投資はほとんど増加しない展開に。
　　　③個人消費
　　　　　企業活動の不活発化を受けて所得・雇用環境の改善が足踏み。個人消費は政策効果
　　　　　（2010年度のエコポイントやエコカー減税）の反動要因の剥落により2011年度対比で
　　　　　は伸び率が高まるものの、盛り上がりに欠ける動き。
　　　④住宅建設
　　　　　雇用・所得環境の改善足踏みを受けて停滞。
　　　⑤公共工事
　　　　　自治体が財政再建に取り組んでいることや国の公共工事が被災地を優先せざるを得な
　　　　　いことから減少。

　　　実質成長率は0.4％と、マイナス成長は回避するものの失速に近い状態に。

（２）全国との比較では、震災復興需要がさほど発生しないこと、電力の不足度合いが最も大き
　　いこと、外需の影響を受けやすいこと、から、成長率の差は大きなものになる見通し。各需
　　要項目ともに全国対比低い伸びにとどまる見込み。

(図表30）　関西経済の見通し

(年度、％）

2010 2011 2012

(実績推計） （予測） （予測）

実質ＧRＰ 2.5 0.9 0.4

個人消費 0.7 0.4 0.7

住宅投資 ▲ 1.4 ▲ 0.5 ▲ 1.0

設備投資 6.2 0.5 ▲ 0.8

在庫投資 （寄与度） (▲ 0.1) (0.1) (0.0)

政府消費 1.8 2.6 1.4

公共投資 ▲ 9.7 ▲ 10.8 ▲ 5.0

公的在庫 （寄与度） (0.0) (0.0) (0.0)

純輸出・純移出 （寄与度） (1.4) (0.4) (0.1)

輸出・移出 3.9 0.5 ▲ 0.1

うち輸出 15.3 ▲ 2.3 ▲ 4.7

輸入・移入 1.8 ▲ 0.1 ▲ 0.3

うち輸入 10.2 6.4 0.6

内需 （寄与度） (1.4) (2.1) (1.3)

外需 （寄与度） (1.1) (▲ 1.2) (▲ 0.8)

名目ＧRＰ 0.1 ▲ 0.7 0.0

（資料）内閣府「県民経済計算年報」　

(注１）関西は２府4県（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）。

(注2）本予測のベースとなる県民経済計算の実績公表は2008年度分が最新であり、

　　　2009・2010年度は日本総研による実績推計。輸出・移出、輸入・移入の内訳

　　　は日本総研推計。
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課題 新しい産業が起きる土壌作り

　

（１）2012年度の関西経済は海外からの逆風と電力制約により厳しい展開となるものの、中長期
　　的にみれば必ずしも悲観すべき材料ばかりではない。アジアが再び順調な成長軌道に乗れ
　　ば、関西はその恩典を受けやすい。すなわち、①アジアへの輸出比率が高いことに加えて、
　　②輸出品目のバランスが取れており、素材を含めて品目ごとの競争力も確保されている。

（２）産業集積に関しては、海外と比べても引けを取らないもの。フォーチュン・グローバル500
　　に掲載された企業の立地をみると、大阪はソウルに次ぎ世界第７位。もっとも、このような
　　大企業は新たな市場を求めてグローバル化し、海外へとシフトしていくもの。

（３）問題は、企業が成長し世界に雄飛した後に次なる企業が育つか否か。しかし、近年の企業
　　設立動向（設立登記ベース）をみると、2006年をピークに減少し、2010年も底這い圏内。長
　　期的にみても増加傾向にある東京とは対照的に横ばい程度にとどまっている。

（４）今後の産業振興に当たっては、既存産業の呼び止めだけでなく新規産業の創出が課題。こ
　　の点、政府が年末に取りまとめる「日本再生の基本戦略」においても経済・社会フロンティ
　　アの開拓が大きな柱になる見込み。ただし、国頼みでは限界。関西広域連合設立１年を経
　　て、各府県が協調してフロンティアを切り拓くことが不可欠。
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（図表31）フォーチュン・グローバル500企業の所在地

（資料）ＦＯＲＴＵＮＥ
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（資料）法務省「民事・訟務・人権統計年報」
（注）東京法務局は関東甲信越１都１０県、大阪法務局は関西２府４県。

（年）

(図表32）企業設立動向

１．震災・原発事故からの復活

２．経済成長と財政健全化の両立

３．確かな成長の実現
　　（経済のフロンティアの開拓）

４．分厚い中間層の復活
　　（社会のフロンティアの開拓）

５．世界における日本のプレゼンス強化

６．新たなフロンティアに向けて

（資料）国家戦略会議「日本再生の基本戦略の
　　　　基本的な考え方について（案）」に基づき
　　　　日本総研作成。

（図表33）「日本再生の基本戦略」の６本柱
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